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表 3-15 重点施策（予算事業）の概要「②大学等において若手研究者が活躍できる環境を整備」 

※予算（合計）は補正予算・繰越・予備費等を含む

★: 基本計画の主要指標/参考指標と一致あるいは関連性が高い指標

出典）行政事業レビューシート、基金シート 

府省 事業名
予算合計
（億円）

概算要求
（億円）

定量的な
成果指標

（アウトカム）

活動指標
（アウトプット） 政策評価

2019 2020 2021 2022

文部科
学省

国立大学法人の運
営に必要な経費 10,975.010,858.110,790.211,166.8

 国立大学法人法に基づく国立
大学法人評価委員会による業
務実績に関する評価において、
自ら定めた中期目標の前文に
掲げる「法人の基本的な目標」
に則して、計画的に取り組んで
いると認められる法人数

 交付法人数
 学部・学科改組/大学間連携を
含む改革構想を提案した国立大
学のうち当該構想を実現させた
割合

文部科
学省

先端研究基盤共用
促進事業 13.6 12.1 11.9 13.0  共用プラットフォームを利用した

課題の一機関当たり平均件数

 共用プラットフォーム形成支援プ
ログラムによる共用プラットフォー
ム数

 新たな共用システム導入支援プ
ログラムにより共用システムを導
入した研究組織数

 コアファシリティ構築支援プログラ
ムによりコアファシリティを構築した
研究機関数

 共用プラットフォームを構成する機
関における１機関当たりの共用
実施課題件数

 共用プラットフォーム数

文部科
学省

科学技術分野の文
部科学大臣表彰 0.2 0.2 0.3 0.3  人数（科学技術分野における

褒章受章者数）

 若手科学者賞の推薦者数
 科学技術賞の推薦者数
 創意工夫功労者賞の推薦者
数

 研究支援賞の推薦者数

 若手研究者に自立と活躍の機会
を与えるための環境整備の状況
に関する指数(科学技術の状況
に係る総合的意識調査（科学
技術・学術政策研究所）より)

文部科
学省

科学技術に関する人
材の養成・活躍促進 42.2 34.1 30.1 26.0

 卓越研究員事業において公開
されたポストに就いた若手研究
者の数★

 研究機関に在籍する研究者の
うち女性の割合

 研究開発者を採用した企業のう
ち、博士課程修了者を採用した
企業の割合★

 支援対象の卓越研究員数
 ダイバーシティ研究環境実現イニ
シアティブの支援件数

 サイエンス・インカレへの参加者
数

 世界で活躍できる研究者戦略
育成事業における研究者育成
プログラムの対象者数

 技術士登録者数

 40歳未満の大学本務教員数★
 大学における自然科学系の新規
採用教員に占める女性の割合

 若手研究者に自立と活躍の機会
を与えるための環境整備の状況
に関する指数

 大学等におけるリサーチ・アドミニス
トレーター組織の整備状況
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博士後期課程学生の支援の定量的な概況は文部科学省によって図 3-43 のようにまとめられてい

る。 

 
図 3-43 （参考）我が国の博士後期課程学生支援の概況と目標 

出典）文部科学省科学技術・学術政策局「博士課程学生への支援について」令和３年 11月 15日 

 

表 3-14 及び表 3-15 に示した重点施策（予算事業）で挙げられている成果指標、活動指標、政策

指標をグループ化して、基本計画の指標との関係を整理すると図 3-44のようになる。2つの具体的取

組を会わせて示す。 



 

75 

 

 
図 3-44 主な予算事業の指標の俯瞰「①博士後期課程学生の処遇向上とキャリアパスの拡大」及び「②大学等に

おいて若手研究者が活躍できる環境を整備」 

4） A-2施策実施状況分析のまとめ 

以上の施策実施状況分析の結果を表 3-16 にまとめた。図 3-1 のロジックチャートの要素に対応さ

せて整理している。 

表 3-16 分析項目 1の A-2施策実施状況分析のまとめ 
対応する 

ロジックチャートの要素 
施策群 施策群等の分析から明らかになった点 

優秀な若者が、誇りを持

ち博士後期課程に進学

し、挑戦に踏み出す 

- 既存・新規・今後実施される施策により、経済支援は大きく進んでいる一

方で、産業界へのキャリアパス拡充やポスト確保に向けた施策群は相対的

に少ない。 
基本計画の主要指標と施策のアウトカム・アウトプットは直接的に接続して

いない。  
優秀な若者が、博士

後期課程に経済的な

心配をしない 

学生への 
経済支援の拡充 

大学ファンドまでのつなぎ支援として、創発的研究推進基金、大学フェ

ローシップ創設事業による新規施策により、生活費相当額受給者が従来

の 2倍を達成予定。 
今後、大学ファンドによる支援も加わる予定であり、2025年度までに生活
費相当額受給者を従来の 3倍とする目標に向けて具体的に進捗。 
事業のアウトカム・アウトプットとして「博士後期課程への進学者の増加」が

主に示されており、主要指標の「人口当たりの博士号取得者数」と間接的

な接続がみられる。 

優秀な若者が、博士

後期課程進学後の将

来の活躍に展望が描

ける状況となる

産業界への 
キャリアパスの

拡充 

次世代研究者挑戦的研究プログラムにより大学主体の取組を促進し、新

規に設立されたジョブ型研究インターンシップ推進協議会により学生を直

接支援することで、キャリアパス拡充を促進。ただし、統合イノベーション

戦略に紐づくその他の施策は確認されず、経済支援の施策群よりも対象

となる学生数や施策数は少ない。 
博士学生の修了後のポストや活躍の教員評価への反映は検討段階。 

 博士後期課程進学者数
 博士後期課程進学率 等

博士後期課程への進学状況

基本計画の指標と同一/関連性の高い施策指標 基本計画の指標と関連性が低い施策指標

 理工農医の採択研究者における、職務活動全体に占める
研究活動時間の割合の平均 等

研究者の研究活動時間

 助成終了テーマにおける平均特許出願件数
 助成終了後から5年後の時点で、実用化に至った研究テーマ
の採択件数に占める比率 等

研究活動成果に基づく実用化の状況

 大学・国研等における民間企業からの共同研究の受入額 等
産学連携活動の状況

 研究課題の採択件数、創発の場の開催件数、創発運営委
員会の開催件数

 先端研究設備プラットフォームプログラムの課題の一機関当たり
平均件数

 科学技術分野における褒章受章者数 等

対象事業の活動状況

 教員1人当たり学生数、運営費交付金の交付法人数
 中期目標の前文に掲げる「法人の基本的な目標」に則して、
計画的に取り組んでいると認められる、国立大学法人数

 研究機関に在籍する研究者のうち女性の割合 等

その他

 プログラムに参加し博士課程を修了した学生の就職率
 支援大学における、博士課程修了者を採用した企業の数 等

博士課程学生の就職状況

 40歳未満の大学本務教員数
若手研究者数

この他、先端研究設備プラットフォームプロ
グラム/コアファシリティ構築支援プログラム
によるエンジニアの育成など、統合イノベ戦
略の記載にあり指標にないものもある。

分析項目3（研究時間）
に関連

分析項目3に関連

博士号
取得者

博士課程学生への
経済的支援

産業界の博士号
取得者採用者

若手教員比率

若手ﾃﾆｭｱ教員
ﾃﾆｭｱﾄﾗｯｸ教員

F

G

H

I

E
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事業のアウトカム・アウトプットとして「事業に参加した博士課程修了者の

就職率」や「事業に参加した博士課程修了者を採用した企業数」が主であ

り、主要指標の「産業界による理工系博士号取得者の採用者数」との間接

的な接続が見られる。 
若手研究者の 
ポスト確保・育

成・活躍促進 

ポスト拡充は、運営費交付金の配分や人事給与マネジメント改革ガイドラ

インによる外部資金の人件費への活用促進が主要な施策。 
育成・活躍支援は、運営費交付金の配分による各大学の取組促進が主要

な施策。 
優良事例の横展開や各大学の取組促進等の間接的な取組を中心とする施

策が主要であり、他施策群と比較して強度は弱いといえる。 
事業のアウトカム・アウトプットとしては、「研究大学における、35～39歳
の大学本務教員数に占めるテニュア教員及びテニュアトラック教員の割

合」との接続はない。 
高度専門職人材

（ＵＲＡ等）の体

制整備 

表彰や認定制度等により高度専門職人材の質保証・処遇改善・キャリアパ

ス拡充の施策が実施されている。 
キャリアパス拡充に向けた全国的なネットワーク構築やコアファシリティ構

築支援プログラム等による育成が今後の取組となっているが、現時点で

の施策は弱い。 

 

（3） A-3 総合分析 

（1）に示したA-1指標による目標達成状況分析、（2）に示したA-2施策実施状況分析の結果に加え

て、先行調査をサーベイして総合的に分析した。 

1） 先行調査 

a. 【先行調査 1-1】 NISTEP「第 3 期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 

「大学・大学院の教育に関する調査」（2009） 

 

 

表 3-17 調査結果からの論点 

区分 論点 
 

質の高い

大学院生

確保 

博士課程進学の隘路の解

消 
(1) 博士課程修了後の雇用に関連する課題の解決（①学生と企業によるマッチング
機会の拡大 ②長期的視点に立ったアカデミック・ポスト構成比率の適正化 ③

キャリアパス情報の収集・公開および活躍事例の普及広報） 

(2) 効果的な経済的支援への見直し（競争的資金等の研究費を通じた博士課程学
生への支援、メリハリのある経済的支援） 

(3) 就職活動の適正化 

入学する学生の質の確保 (1) 収容定員とその運用の適正化 
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海外からの優秀な学生の

確保 
(1) 留学生・指導する教員の立場に立った優秀な留学生獲得の検討 

大学院教

育の改善 
人材育成目標の具体化と

学習プロセスの可視化 
(1) 多様な進路に対応する到達目標のスキル・知識レベルでの具体化 

(2) 研究指導を含む学習プロセスの可視化 

多様な学生を確実に教育

できる体系的な仕組みの

導入  

(1) 体系的なカリキュラムの整備と履修指導の強化 

(2) 知識習得を検証し、学習動機を高めるための仕組みの導入 

(3) 共通的な研究スキルの標準化・コースワーク化 

幅広い知識・スキルや国際

性を身につけさせる仕組

みの導入 

(1) 研究室（研究テーマ）の枠を超えた教育指導の必要性 

(2) 多様な進路に対応するカリキュラムの整備 

(3) 修了者の国際的な活躍を促すための教育環境の整備 

継続的に教育の質を向上

させる取り組みの導入 
(1) 内部・外部評価の活用 

(2) 教育活動に対する積極的な評価 

教員が教育に注力できる

体制・支援の実現 
(1) 専門性を有するスタッフの充実と業務の効率化 

(2) TA の積極的な活用 

表 3-18 プロジェクト委員会からの提言 

1． 教員が教育・研究活動に注
力できる体制の確立 

(1) 業務支援体制の確立 

(2) 学生と教員数の適正化 

(3) 研究費の充実 

(4) 施設設備等整備の必要性 

2． 大学院教育の改善 (1) 優秀な学生の育成 

(2) 多様な経済的支援を可能とする制度 

(3) 教員の教育力向上 

(4) 大学院教育に対応した高度な教養教育 

(5) 学部、修士、博士の年限等制度的検討の必要性 

 

b. 【先行調査 1-２】 内閣府「高度科学技術人材育成強化策検討のための基礎的調査（2010） 
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図 3-45 博士課程に進学しようと決断した理由 

 

 
図 3-46 博士課程に進学しなかった理由 
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c. 【先行調査 1-3】NISTEP「民間企業における博士の採用と活用－製造業の研究開発部門を

中心とするインタビューからの示唆－」（2014） 

 

 

図 3-47 学術研究と企業での研究開発との間に存在する目的の違い 

d. 【先行調査 1-4】 NISTEP「博士課程在籍者のキャリアパス意識調査：移転可能スキルへの

関心と博士留学生の意識」（2019） 

 



 

80 

 

表 3-19 「博士留学生のキャリアパス意識調査」の主な結論 

 

表 3-20 博士留学生の博士課程修了後の進路(地域別・セクター別比較) 

 

 

e. 【先行調査 1-5】 内閣府「第 5 期科学技術基本計画のレビュー及び次期科学技術基本計画

の策定に関する調査・分析等の委託事業」（2020） 

 

ア） 大学・国立研究開発法人での好事例 

 広島大学 

 女性研究者・若手研究者支援は、10年以上も前から取り組んできている。 

 全新任教員対象にメンター制度を導入する予定である（2020年 4月～）。 

 NIMS（ICYS（若手国際研究センター）） 

 世界トップレベルの研究者をフルタイム・フルコミットメントで招聘するには、人材獲得に多

くの困難を要する。そのため、NIMS では、若手研究者を世界中から集め育てる試みを

ICYSで実施。 

 ICYS では、ポスドクレベルの若手研究者を年 2 回、世界中から募集し、研究テーマは自

由で最長 3年雇用。若手研究者にとっては好条件で、毎回 100人程度の応募があり、国
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際的にも知られるようになった。ICYS で採用した研究者は、他の NIMS 職員の 4 倍の

生産性をあげる。 

 採用した若手研究者 1 人あたり 2 名のメンターが、研究進捗把握、助言、よろず相談など

に対応する。 

 給与以外にも、事務支援、サポートスタッフ等も含め、若手研究者 1名あたり 1,000万円

のコストをかけている 

イ） 調査結果と示唆 

 ポストを保証する制度、仕組みを導入する 

 テニュアトラック制及び任期終了後のテニュアポストを確保した実例を作り、対外的にア

ピールする。  

 昇進時の年数規定や処遇を柔軟化し、若手研究者が挑戦しやすい環境を作る。  

 若手研究者が目標とするような世界トップレベルの研究者を招聘する 

 若手研究者が目標とするような世界トップレベルの研究者を （兼務でも）招聘し、その研

究者に自由な研究環境を用意し、一緒に研究をしたい若手研究者を集める環境を整備 

する。  

 魅力的な研究環境を提供する  

 「魅力的な研究環境」の例としては、処遇に加え、高い研究水準、優秀な同僚研究者の存

在、潤沢なスタートアップ研究費（研究を開始するにあたっての初期費用）の提供、優秀な

スタッフの確保、充実した共用施設・設備の整備、研究室運営の裁量権付与等がある 。  

 入職後の若手研究者の育成制度を充実させる  

 新任の研究者を対象として、研究進捗把握、助言、よろず相談などに柔軟に対応する仕組

みとしてメンター制度を導入する。 

f. 【先行調査 1-6】 文部科学省委託「諸外国の若手研究者の処遇の状況及び関連施策等に関

する調査」（2020） 
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表 3-21 参考となる諸外国の政府・大学の取組（例） 

 

 

g. 【先行調査 1-7】 内閣府「大学本務教員数および研究大学本務教員数の将来推計等につい

て」（2021） 

 

 

 

図 3-48 大学本務教員数の年齢構成推計結果 
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h. 【先行調査 1-8】 NISTEP 「修士課程（6 年制学科を含む）在籍者を起点とした追跡調査

（2020年度修了（卒業）者及び修了（卒業）予定者に関する報告）」（2021） 

 

 

 
図 3-49 就職を選んだ理由 
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図 3-50 博士課程進学を検討する条件 

2） 論点の俯瞰 

1）で示した先行調査から、論点を俯瞰した結果を図 3-51に示す。 



 

85 

 

 

図 3-51 分析項目 1に関連した先行調査の論点の俯瞰 

若手研究者が活躍できる
環境を整備する

若手研究者を増やす

若手研究者に機会
（役割、資金）を与える

働きやすい環境を作る

若手研究者の離職を減
らす

若手研究者の採用を増
やす

若手研究者の応募を
増やす

若手研究者のポストを
増やす

若手以外の研究者のポ
スト（予算）から振り分

ける

若手研究者のポスト（予
算）を純増させる

博士課程学生の処遇向上と
キャリアパスを拡大する

博士課程学生の処遇を
向上する

博士課程学生のキャリア
パスを拡大する

公的な支援を行う

民間による支援を行う

アカデミアのキャリアパスを
拡大する

産業界でのキャリアパスを
拡大する

博士学生のエンプロイアビ
リティを高める

企業等の博士活用を進
める

汎用スキルを高める

専門能力を高める

研究支援体制を
充実させる

優秀な若者の博士後期課程への進学

（論点）政府や大学等は、
若手研究者にとって魅力的な
研究環境を提供できているか。

➡先行調査1-5, 1-8, A-2 （若手研究者の自立性）

（論点）博士課程学生の「職業におい
て必要とされるスキル（エンプロイアビリ
ティ）」や「研究能力」を身に着けるため
の教育が、希望する博士後期課程学生
に対して、研究室を越えてどの程度広く
提供されているか。

➡先行調査1,3,4,6

➡先行調査1-1, 1-5

➡A-１（URAの配置状況）

➡A-１（大学院の社会人学生数）

（論点）研究力を高めるアカデミア側からの
視点では、「ストレートに進学する博士」が重
視されている一方、社会人博士が増加。

➡先行調査1-2、A-1
（分野別人口当たりの
博士号取得者数）

（論点）パッケージで支援につ
いては議論されているが、企業
側での採用後のキャリアや能力、
活躍条件に関する議論は単発
的。例えば労働経済の視点も
加えた分析等は行われていない。

➡A-2（若手研究者の自立性）

（論点）成果をあげた若手研究者
は、速やかに任期無しポストに移行
できる仕組みがをどう構築するか。

（論点）研究者「以外」の専門的な
職員について、必要性が認識され、過
去の計画等で言及されているものの、
URA等一部人材以外のサポート人材
具体化や定量的な議論が必要か。

（論点）ポストが必要との
議論は行われているが、限
られた資源の中でどうやって
作るのかが課題。また、ポス
トを増やすした上での活躍
環境は議論の余地あり。

➡先行調査1-5

➡先行調査1-5

➡先行調査1-5

（論点）博士号取得後の
若手研究者の育成支援につ
いて、政府・大学等での取組
は十分か。若手研究者のポ
スト（予算）にも教育コスト
を考慮することができるか。

（論点）博士課程学生に多く
含まれる留学生のキャリアパスに
ついては十分に考慮しているか。

（論点）博士課程修了の就
職先（分野別・職業別）は
分野により異なるため、博士後
期課程学生の処遇とキャリアパ
スは、分野によって大きな違い
があることを前提としたきめ細か
い対応が必要ではないか。

➡先行調査1-4

共用機器・情報基盤
（論文等）を充実させる

（論点）進学を促進するために
は大学院教育の魅力を高める等、
他の取組も重要ではないか。
➡先行調査1-1, 1-2, 
1-3, 1-4

（論点）グローバルに優
秀な研究者を獲得するた
めに、柔軟性を欠く人事
制度が妨げとなっている




